処　　務　　規　　程
第１章　　総　　　　則

　（目　的）

第１条　　この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会の事務処理を効率的、かつ円滑に行うことを目的とする。
第２章　　組　　　　織

　（職　員）
第２条　　事務局に次の職員を置く。
　　　　　　　事務局長　　　職員若干名
２　事務の必要に応じ、嘱託、臨時職員をおくことができる。
　（職　務）
第３条　　事務局長は、代表理事（会長：以下「会長」という。」）の命により定款第４条の事業及びその他会務に関する立案、執行の事務を掌ると共に事務局の事務を統括する。
　（事務の専決）
第４条　　事務局長は、次の事項を専決処理することができる。
（１）　役職員等の出張に関すること
（２）　職員の職務専念義務の免除に関すること

（３）　職員の欠勤、休暇に関すること
（４）　職員の通勤届の認定に関すること

（５）　臨時職員の任免に関すること
（６）　職員の事務分掌に関すること

（７）　安全、衛生、防災管理に関すること

（８）　その他業務執行上必要な専決事項

第３章　　文章事務処理

（所掌業務）

第５条　　事務所掌については、別に定める。

　（稟議及び決裁）

第６条　　事務の処理は、担当者が起案し、事案内容により会長、専務理事又は事務局長の決裁を受けなければならない。

２　緊急な事項で、文書をもって決裁をうけ難いときは、口頭をもって事務局長の指揮をうけ、事後すみやかに文書をもって決裁をうけるものとする。
　（決裁事項の処理）

第７条　　決裁事項は、遅滞なく処理し執行する。

　（文書処理の順序）
第８条　　到着文書（小包等を含む）及び書留は、次のとおり処理するものとする。
（１）　普通文書は、文書受付担当者が開封して、受付印及び受付番号を記入し、文書受付簿に記載のうえ、事務局長の閲覧に供した後、事務担当者に配布する。
（２）　書留郵便又は、文書に金券、有価証券などが、添付してある場合は、封印のまま書留郵便受付簿に記載し、会計担当者に配布する。

（３）　親展文書は、直接受信者に配布する。
（４）　電報は、訳文をつけて第1号に準じて処理し、親展電報は、第3号に準じて処理する。
（５）　電話により受けた用件は、前各号に準じて処理する。

　（事案の処理）

第９条　　前条により配布を受けた文書は、すみやかに処理案を作成し、関係者に合議又は供覧しなければならない。
　（文書の立案）
第１０条　起案文書には関係書類を添付して決裁を経た後、発送を要するものは発簡番号を付するものとする。
　（文書の発送）

第１１条　文書はすべて会長名とする。ただし、軽易なものは事務局長名で発送することができる。
２　発信文電（小包等を含む）は、文書発信簿に所要事項を記載した後、発送手続きをとる。
　（文書の編纂及び保存期間）

第１２条　文書の保存期間は、法令等で定めるものの他、次のように区分する。ただし、保存期間を経過した場合においても、事務局長がなお保存の必要を認めたときは、保存期間に係らず保存することができる。
　
第１種　永久保存

　　　　ア　定款、諸規程及び例規

　　　　イ　許可、認可及び登記の書類

　　　　ウ　役員及び職員の任免、給与、表彰、懲戒に関する文書

　　　　エ　予算、決算及び出納に関する重要な書類

　　　　オ　総会、理事会の議事録

　　　　カ　業務に関する基本的な統計、調査、報告に関する文書

　　　　キ　訴訟文書

　　　　ク　その他永久保存の必要があると認められるもの

　第２種　５年保存

　　　　ア　会計上の帳票及び証拠書類
　　　　イ　その他５年保存の必要があると認められるもの
　第３種　２年保存
　　　　第１種、第２種に属さない書類。ただし、軽易なものは、事務局長の決裁を経て１年保存とすることができる。
第４章　　会計事務処理
　（会計処理）

第１３条　会計処理については、会計規程に則り事務処理を行わなければならない。

　（予算額の流用）
第１４条　やむを得ない理由により、各款の予算を流用するときは、会長の承認を、項、目の流用については事務局長の承認を得なければならない。
　（予備費の支出）
第１５条　予備費の支出については、会長の承認を得なければならない。
　（収入金の収入手続）
第１６条　収入金は会長の決裁を得て、即日所定の銀行に預け入れるものとする。ただし、１件100万円未満の場合の収入は事務局長において専決することができる。
２　収入金はすべて会計担当者が入金手続きをとり、証憑書類を整理して保存しなければならない。
　（支出金の支出手続き）
第１７条　支出金は会長の決裁を得なければ、支出することができない。ただし、１件100万円未満の場合及び人件費の支出は、事務局長において専決することができる。
２　支出金は、すべて会計担当者が支出手続きをとり、その都度、証憑書類を整理して保存しなければならない。
（改廃）
第１８条　この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。
附則
　　この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。
別紙
事務所掌業務について次のように定める。
１　事務所管理業務

（１）什器備品整備管理

（２）事務関係用品類購入管理

（３）パソコン整備管理

（４）事務所内外環境管理

（５）事務所賃貸管理

（６）電気・ガス・水道・電話設備管理

２　文書処理

（１）文書収受（受付日付印、文書台帳記帳）

（２）文書起案（協会の意思を表示する文書）
（３）文書決裁（会長、専務理事）
（４）文書浄書（文書記号番号、年月日記入、会長公印及び契印）
（５）文書発送（封筒宛名、切手貼付、郵便投函）
（６）整理保存（業務別分類、ファイル整理）
３　協会運営に必要な諸規則、規程の作成
（１）協会への入会手続き一切書類
（２）新規事業に係わる施行規則
４　協会事業事務
（１）会員への事業内容の周知事務

（２）認定事業実施会員の審査、決定事務

（３）認定証（認定証明証含む）申請受理、審査、決定、印刷、発送事務

（４）台帳整理事務
５　諸会議開催設営事務
（１）総会、理事会、三役会議、各委員会
（２）議題打合せ、招集日決定、会場決定、文書作成発送、出欠確認、資料作成、会場設営、議事進行、議事録作成、署名人議事確認、行政官庁への報告、登記事項申請、全会員宛状況報告
６　役員の選任事務
（１）候補者選考事務、理事会、総会上程（理事、監事選出）
（２）三役（会長、副会長、専務理事）選出（理事会）
（３）理事登記（法務局）、登記簿謄本（履歴事項全部証明書）確認

（４）行政官庁への報告
（５）全会員宛通知
７　定款変更手続き事務
（１）定款条文事項変更（目的変更、名称変更、事務所変更、理事の住所氏名）、（理事会、総会承認後行政官庁への変更申請、認可後法務局登記申請）

（２）登記終了後行政官庁宛報告

（３）全会員宛通知

８　研修会事務

（１）日程調整、会場設定、設営、研修内容協議、講師選定依頼（講義、実習）
（２）全会員宛通知、参加者確認、資料作成、会場運営

９　会員宛情報の提供

（１）必要の都度又は機関誌的な指定日発行

（２）会員相互の情報交換事務
10　渉外事務
（１）行政官庁（内閣府・厚生労働省職業能力開発局）
（２）公益社団法人調理技術技能センター

（３）一般財団法人日本食文化財団

（４）公益社団法人全日本司厨士協会　　　　　ほか

11　労務管理
（１）就業規則、給与規程、旅費規程他労働関係規則
　　（労働者名簿、出勤簿、給与台帳、旅行命令簿、業務日誌等）
（２）労働保険（雇用・労災）
（３）社会保険（厚生年金又は国民年金）

（４）健康保険

12　会計経理事務
（１）処務規程による事務処理（元帳及び補助簿）
（２）公印管理（登記協会会長印、協会印）金庫保管
（３）伝票作成、科目別仕分け、台帳記帳（毎月末預金残高照合事務）
（４）預金通帳管理（金庫保管）
（５）手持ち金保管（金庫保管）
（６）事業別収入金整理（入金伝票、科目別台帳記入）
（７）職員給与、謝金、旅費、諸経費支出事務
（８）諸税等支払事務（事業所税、所得税、労働保険料、社会保険料、消費税）
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